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まいど おおきに！ 

今月の表紙は、“スイフヨウ”です。スイフクヨウは、1 日で白色からピンク色に変化する特徴がある花です。花色が次第

に変化してく様子がアルコールを飲んで顔が赤くなるように見えることが、名前の由来とされています。夏の時期に咲く

芙蓉は、酔ったようであるという意味があります。ですから、花言葉も「心変わり」、「繊細な美」、とのです。 

「心変わり」と言えば、最近、アメリカ大手メディアのワシントン・ポストが「心変わり」を始めたようです。同紙は、2020 年

に発覚したバイデン大統領の息子ハンター氏のビジネス取引への関与について、今までほとんど取り上げもしなかった

のですが、8 月 22 日のオピニオン欄で、当該関与について、徹底的に捜査することを求めるという論調に変わりました。

このことが、民主党内でのバイデンおろしの始まりのきっかけになるのかもしてません。 

そして中国の経済ですが、2021 年から話題になっている恒大集団については、米ニューヨークのマンハッタン地区連

邦破産裁判所に連邦破産法 15 条の適用を申請したことや香港証券取引市場で同社の株式取引が再開したことから、

同社に対する債務処理の方向性が見えてきたのかもしれません。しかしまだ碧桂園（カントリー・ガーデン）や遠洋集団

などの他の不動産開発大手の問題が控えており、不動産市場の調整はまだまだこれからなのでしょう。加えて 8月 11日

に、ロイターがブルームバーグ・ニュースによる複数の関係筋の話として報じたところによれば、中国は、地方政府のイン

フラ投資会社である融資平台（ＬＧＦＶ＝Local Government Financing Vehicle）の債務などバランスシートに掲載されな

い債務を返済するために、地方政府が債券発行を通じて約１兆元（1,400 億ドル）を調達することを認めたとのことです。

この融資平台とは、中国の地方政府がお金を調達するための仕組みです。地方政府は一応、銀行からの借入が禁止さ

れています。そこで地方政府が、それを回避しながら、お金を借りて、インフラ開発など行えるようにするということで考案

されたのが融資平台です。国際通貨基金（ＩＭＦ）の推計によると、融資平台の負債総額は 66 兆元（9 兆 1,000 億ドル）

なので、報じられている債券発行規模は負債総額の 1.5%です。中国指導部は 7 月に、地方債務リスクに対処する「一連

の措置」を通じて地方債務を軽減すると表明しました。地方政府のデフォルト（債務不履行）が広がると、金融セクターの

不安定化につながる可能性の懸念があるからです。投資会社華宝信託（上海）のエコノミスト、ニー・ウェン氏は「今回の

措置は地方債務リスクへの対処に役立つ。さらに多くの措置が打ち出されるだろう」と述べています。一方、ＡＮＺのアナ

リストは 6月下旬のメモで「地方政府の債務再編のコストの大半は、中央政府よりもむしろ商業銀行が負担することになる

だろう」と指摘しています。そしてゴールドマン・サックスも、7 月 5 日の中国銀行業界の株式評価報告書の中で、中国農

業銀行の投資判断を「中立」から「売り」に、中国工商銀行、興業銀行は「買い」から「売り」に引き下げました。当該報告

書では、中国の銀行の地方政府債務へのエクスポージャー、それに起因する収益リスクなどが投資家の懸念材料にな

っていると指摘しています。 弊誌はこれからの中国経済を引き続き注視していきたいと思います。 

最後に弊社からのお知らせです。弊社は 8 月 18日から、上海国際貿易中心の 2415室から 610室に、“心変わり”で

はなく、部屋が変わりました。これからも引き続きどうぞよろしくお願い申し上げます。 

では今月も笑顔（スマイル）でスタートしましょう！  

今月は酔芙蓉です 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 



中国経済情報  

 

中国貿易、7月は輸出入ともに予想以上の減少 回復見通しに影 

中国税関総署が 8 月 8 日に発表した 7 月の貿易統計によると、輸出は前年比 14.5％減少、輸入は同 12.4％減少し

た。いずれも予想を上回る減少で、輸出は 2020 年 2 月以降で最大の落ち込みとなった。ロイターがまとめたエコノミスト

の予想は、輸出が前年比 12.5％減少、輸入が同 5％減少だった。 

国内外の需要減退で第 2・四半期に経済は減速。当局は景気支援の方針を繰り返し表明してきた。 

7月の輸出入の急減は第 3・四半期に成長がさらに鈍化することを示唆し、当局への圧力は高まっている。 

キャピタル・エコノミクスの中国担当責任者ジュリアン・エバンズプリチャード氏は「輸出受注のほとんどの指標は、外需の

落ち込みが従来の通関データに反映されているよりもはるかに大きいことを示している」と指摘。先進国の個人消費の短

期的な見通しは依然として厳しく、多くの国が年内に穏やかながらもリセッション（景気後退）に陥るリスクを抱えていると

の見方を示した。 

7 月の貿易収支は 806億ドルの黒字。予想は 706億ドルの黒字だった。貿易統計の発表後、人民元は 3 週間ぶり安値

を付けた。 

＜商品価格下落の影響も＞ 

 輸入額の減少は需要低迷を反映しているが、商品価格の下落も影響している。またフィッチによると、上半期の輸出額

は前年比で 5％減少したが、貨物処理量は第 2・四半期に前年比 10％増、第 1・四半期も 8％増だった。 

エコノミスト・インテリジェンス・ユニットのシニアエコノミストは「中国の原油輸入は増えているが、価格は下がっている。7

月の輸入量は加速したが、輸入額は鈍化した。穀物や大豆にも同じことが当てはまる」と述べた。 

7月の原油輸入量は前年比 17％増、大豆輸入量は前年比 23.5％増だった。 

対米輸出は前年比 23.1％減。対欧州連合（ＥＵ）輸出は 20.6％減。半導体技術を巡る対立や中国依存を減らす「デリス

キング（リスク回避）」など外交の緊張が高まっている。 

 

詳細について、下表をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マクロ経済情報 



 

 

【中国】７月ＣＰＩが下落、コロナ以外では 14年ぶり 

中国国家統計局は 8月 9日、2023年 7月の消費者物価指数（ＣＰＩ）が前年同月比で 0.3％下落したと発表した。21

年 2月（0.2％下落）以来 29カ月ぶりのマイナス。新型コロナウイルス流行の影響があった時期を除けば、09年 10月以

来のマイナスとなった。食品価格は 1.7％の下落。前月は 2.3％上昇していた。イモ類、果物、家禽（かきん）類が 2.2～

8.8％上昇したのに対し、卵、牛・羊肉、エビ・カニ類が 1.5～4.8％下がった。豚肉は 26.0％下がり、下落率は前月から

18.8ポイント拡大した。非食品価格は横ばい。前月は 0.6％の下落だった。サービス価格は 1.2％の上昇で、上昇率は

前月から 0.5ポイント拡大した。航空券、ホテルなどが 10％以上値上がりした。工業消費品は 1.9％下落し、下落率は

0.8ポイント縮小した。エネルギー価格（6.9％下落）を除けば、工業消費品の下落率は 0.3％となる。 

8大項目別の変動率を見ると、◇その他用品・サービス：4.1％上昇◇教育・文化・娯楽：2.4％上昇◇医療・保健：1.2％

上昇◇衣類：1.0％上昇◇住居：0.1％上昇◇生活用品・サービス：0.2％下落◇食品・たばこ・酒：0.5％下落◇交通・通

信：4.7％下落――だった。地域別のＣＰＩの変動率は、都市部が 0.2％の下落、農村部が 0.6％の下落だった。 

変動の激しい食品とエネルギーを除いたコア指数は 0.8％上昇し、上昇率は前月から 0.4ポイント拡大した。 

７月のＣＰＩは前月比で 0.2％上昇。プラスは 6カ月ぶりとなった。食品価格は 1.0％下落し、非食品価格は 0.5％上昇し

た。 1～7月のＣＰＩは前年同期比 0.5％上昇した。   

先月の中国のＰＰＩは１年前より 4.4％下落した。中国のＰＰＩ上昇率は昨年 10月から 10カ月にわたりマイナスを抜け出

せずにいる。卸売価格であるＰＰＩは一般消費者物価の先行指標と受け止められる。ＰＰＩが下がれば時差を置いてＣＰＩも

低くなることが多いためだ。これについてブルームバーグは「消費者物価と生産者物価がともに下落し、中国はデフレに

進入した」と伝えた。ＣＰＩとＰＰＩがともに下落したのは 2020年 11月以降初めてだ。 

デフレの懸念は中国内外で需要が振るわない影響と解説される。まず経済再開効果が期待を満たすことができず、内

需回復が遅い。中国の不動産景気沈滞と、6 月基準 21.3％と歴史的水準の青年失業率などで消費者が財布を開く余

力が不足している。そのために企業は、生き残りに向け低価格攻勢に出て、価格下方圧力が大きくなっている。中国の 7 



月の輸出も前年比 14.5％減った。月間輸出増加率では 2020年 2月からの 3年 5カ月で最も低い。新規需要不足で在

庫を減らしたため製造業の景気も不況に陥っている。 

これに伴い、ウィズコロナ元年である今年の中国政府の「5％前後の成長」という目標にも暗雲が立ち込めている。中国の

4－6 月期国内総生産（ＧＤＰ）成長率 6.3％は市場見通しの 7.1～7.3％に大きく及ばなかった。中国のデフレが長引け

ば日本型長期沈滞に陥るという悲観論まで出ている。 

市場は中国政府の積極的な浮揚策を待っている。ピンポイント・アセット・マネジメントの張智威チーフエコノミストは、「内

需不振で景気モメンタムが弱まっているが、最近発表された政策で回復させられるか確実でない。追加の財政浮揚策に

対する圧力が高まった」と話す。ただ中国政府はデフレの懸念を一蹴する姿だ。中国国家統計局の董莉娟氏は「昨年Ｃ

ＰＩが急激に上昇したベース効果が消えればＣＰＩは次第に反騰するだろう」と説明した。 

詳細については、下表をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 

 

 

会計・税務情報 

 

 

小型薄利企業と個人経営者の発展をさらに支持するために、財政部、国家税務総局が 2023年 8月１日付で「増値税

小規模納税者に対する増値税減免政策に関する公告」（財政部 税務総局公告 2023 年第 19 号）、2023 年 8 月 2 日

付で「小型薄利企業と個人経営者の発展を更に支持するための税金費用政策に関する公告」（財政部 税務総局公告

2023年第 12 号）を公布しました。主な内容を以下の通りまとめました。  

 

１、増値税に対する減免政策   

・月間売上高が 10万元以下（含）である増値税小規模納税者に対して、増値税の徴収を免除する。 

・増値税小規模納税者が 3％の徴収率を適用する課税販売収入に対して、減免して 1％の徴収率で増値税を徴収す

る。3％の予定徴収率を適用する増値税の予納項目に対して、減免して 1％の予定徴収率で増値税を予納すること

になる。 

・2023年 1月 1日から 2027年 12月 31日まで実施される。 

 

２、｢六税二費｣に対する減免政策  

・2023年 1月 1日から 2027年 12月 31日まで、増値税小規模納税者、小型薄利企業及び個人経営者に対し、資源 

税（水資源税を含まない）、都市維持建設税、不動産税、城鎮土地使用税、印紙税（証券取引印紙税を含まない）、

耕 地占用税及び教育費付加、地方教育費付加の徴収を半減するものとする。 

・法に従い、｢六税二費｣に関するその他の優遇措置を享受している場合でも、加えて当該優遇措置の享受が可能で

ある。 

 

３、企業所得税に対する減免政策 

・小型薄利企業に対し、年間課税所得額を 25％に減額して課税所得とし、税率 20％を乗じて企業所得税を納付する。

（実質税負担率 5％） 

・実施期限が 2027年 12月 31日までに継続される。 

 

本公告でいう小型薄利企業とは、国家による制限及び禁止事業を営まない以下 3 つの条件をすべて満たす企業である。 

 

小型薄利企業に向け最新の税金費用減免政策 
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年間課税所得額  従業員人数   資産総額 

300万元以下     300名以下   5,000万元以下 

 

※１ 従業員とは、企業と契約している正社員及び企業が受け入れた派遣社員とする。 

※2 従業員人数と資産総額は、企業の四半期平均値で算定する。 

具体的な計算式は次の通りである。 

四半期の平均値＝（四半期の期首値＋四半期の期末値）÷2 

１年間の各四半期の平均値＝１年間の各四半期平均値の合計÷4 

 

また、本公告の公布日前に既に納付済みの場合、税金の控除または還付が認められる。公布日前に既に登録抹消され

た場合は、上記の優遇措置は遡って享受することが不可である。 

 

 

法務情報 

 

 

 

 中国国務院は 8月 13日に、外商投資企業の投資環境の改善に向けた意見を発表しました。そこには 8分野 24項目

の施策が盛り込まれており、外資による対中投資の拡大を促すことを目的としております。 

その主な内容は以下の通りです。 

 

・外資の投資ルートを増やし、条件を満たす海外企業に地域本部などの設立を奨励する。 

・海外投資家に対して中国の未公開株への投資を認める「適格外国人有限責任組合（ＱＦＬＰ）」制度の試験措置を拡

大し、海外で保有されている人民元で直接投資できるようにする。 

・外資によるＶＰＮ（仮想プライベートネットワーク）業務や情報サービス業務、インターネット接続業務を認める試験地域

を拡大する（ただし、ＶＰＮ業務は外資の持ち株比率を最大 50％とし、情報サービス業務もアプリ関連業務に範囲を

限定する）。 

・重点分野への投資引き入れも強化する。外資による研究開発（Ｒ＆Ｄ）拠点の設置を後押しし、国内企業と技術提携を

することや重点分野のＲ＆Ｄ事業を行うことを奨励する。 

・外資のバイオ医薬分野の事業展開も促し、海外で実用化している細胞治療・遺伝子治療、関連医薬品に関する国内

での臨床試験実施を奨励する。海外の医薬品を国内で生産する際の登記手続きも改良する。 

・外資が対中投資事業に関して契約、着工、生産を迅速に進められるような体制を構築する。 

・外商投資企業の製品も政府の買い入れ対象になるよう、関連法の改正や外資からの苦情聞き入れ体制の構築などを

進める。 

・外資の権益保護体制の改善や知財保護の取り組みを強化する。 

・対外的な経済政策を制定する際には、外資の意見を吸い上げる。新政策の投入時には過渡期間を設置する。 

・中国事業の利便化も促進する。外国人の経営幹部や技術人員とその家族を対象に出入境、居留の利便性を高める。 

・情報の移転に関してもできる限り便宜を図る。北京市、天津市、上海市、「粤港澳大湾区（グレーターベイエリア）」の一

部をなす広東省の珠江デルタ 9市などの事業者に対しては、自由に国外に持ち出せるデータのリストを作成する方針

である。 

・財政支援も強め、外資の大型事業への支援を拡大する。外資が国内で再投資を行う際には企業所得税の免除措置を

取る。 

・外商投資企業に関する税収優遇政策を実行する。外国籍の個人が国の関連規定に従って住宅手当、語学訓練費、

子女教育費などの手当免税優遇政策を受けるよう指導する。 

・既に今年年末までに延期された上記優遇税制は更に延期となることを見込む。 

・外資研究開発センターが、国の関連規定に従って科学技術革新輸入税政策と国産設備の仕入増値税還付政策を享

受できるよう指導する。 

国務院の「外商投資環境の更なる最適化による外商投資誘致の強化に関する意見」について 

 

 

 

 

 

 

——中国「輸出管理法」に関する要点解説 

 

 

 
 

 

 



 

特別連載読み物 

 

 

 

 

第 93回 ： 「私とあなた（上司）とは、“立場” が違う！だから、（私の立場では）できません！“ 
・・・と言うなかれ！言えば楽だが、その瞬間、“貴方の立場” と 

将来が、小さく、こじんまりと縮んでしまう。あゝ、もったいない、もったいない！！」 

 
“自分の立場 ”を理由に、上司からの頼まれごとを、“そんなこと、できません！” と、安直に断るなかれ！    

貴方の“立場”も“人生”も、自分で「小さく」しなさんな！・・・と言いたいのです。 

上司からの “無理難題” を、心を込めて、我慢強く、こなしていく努力の中にこそ、「自身の飛躍」の大きなチャンス

が存在しているのです。私は現役の中小企業勤務時代、オーナーからの“無理難題指令”の数々を、まず断ることなく

随分とこなしてきました。その無理難題をこなす過程で得た様々な経験が、役員定年を前に、同企業グループを卒業

したのちにスタートした「経営支援事業（コンサルタント業）」の場において、大いに役に立ったのです。 

というのは、依頼先企業から「与えられたミッション」に対し、内に存在する様々な課題に対して、①「場」（のいいとこ

ろ、悪いところ）を読む力、②解決方法を探る糸口の探し出す力、③依頼先の皆さんとすぐに仲良くする力・・・などな

どを駆使し、躊躇することもなく効率的に成果を得ることができた・・・と思っています。 

私の持論は、「“立場” の違いということだけで、頼まれごとを断ることは、もってのほか！たいていのことは、“相手の

立場” に立って、懸命にやる気を出し、諦めずに挑んでいけば、できないことはない！」・・・ということです。 

“立場“って言葉は、“立っている場所”・・・って書きますよね。 

「自分の立場（“立っている場所）”の範囲は、大きくするのも、小さくするのも、結局自分次第！」なのです。 

そのことを理解していただくため、私から、一つ提案です。 

まず、課題を共有する会社・部門の皆さんに、会議室などで、一同に集まってもらってください。 会議室でみんなが

立っている場所を、お互いに確認し合ってください。 （おんぶでもしない限り）一人一人“違う場所”ですよね。  

しかし、見方を変えれば、“同じ部屋”であり、“同じ階”であり、“同じ会社”でもあり、“同じ日本”、“同じ地球” に立っ

ている・・・ともなるのです。 

つまり、“自分の立場” は、自分で、どのようにでも決めることができるのですから、自身でどんどん大きく立ち振る舞

っていただき、経験を積み、失敗しても立ち上がる気力を養っていただきたいのです。 

しかし人間は弱いもので、ついつい、その「立っている場所」即ち「仕事の範囲」をできるだけ小さくし、負担を軽くし、

エネルギーの消耗を少なくしつつ、同時に、自身の“責任の範囲”をも、極力小さくしておきたいものなのです。   

これは、本能のなせる業とも言えるですが・・・？！  

そんな会社での彼の負荷の少ない動きは、結果的に、自身の社内での存在感を、ドンドン小さく固めてしまい、気づ

けば、誰も振り向かない、“成果少なきぼやき人生” を送ることになるのではないでしょうか？     

やれば出来るのに、やらないで、広い大きな世界への飛躍のチャンスを潰すなんて、なんて、本当に、もったいない！ 

もったいない！！                 
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2023 年 8月 18 日よりオフィスを 2415 室から 610 室に移転致しました。 
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(お問い合わせ先) 

上海満意多企業管理諮詢有限公司 

〒200336  上海市長寧区 延安西路 2201 号  

上海国際貿易中心 610 室 

TEL: +86-21-6407-0228   FAX :+86-21-6407-0185 

E-mail: info@shmydo.com  URL: http://shmydo.jp 

 

  

 

ナニワのおっちゃん経営道！ 

≪新コーナー≫ 社会人・企業人としての「ものの見方・みえ方」について語る！ 

mailto:info@shmydo.com
http://shmydo.jp/

